様式第１（第５条関係）
	識別番号
	


番　　　　　号
年　　月　　日
一般財団法人環境優良車普及機構

代 表 理 事　岩村　敬　殿
　　　　　　　　　　　          　申請者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　
令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業）
交付申請書
　令和４年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業）交付規程（以下「交付規程」という。）第５条の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請します。
　なお、交付決定を受けて補助事業を実施する際には、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び交付規程の定めるところに従います。
記
１　補助事業の目的及び内容
      　別紙１　実施計画書のとおり
２　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　（うち消費税及び地方消費税相当額  　　　　　　　　　円）
３　補助事業に要する経費
      　別紙２　経費内訳のとおり
４　補助事業の開始及び完了予定年月日
　　　　　　交付決定の日　～　　　年　　月　　日
５　その他参考資料
６　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
（３）連絡先（電話番号・E メールアドレス）
注１　交付規程第３条第３項の規定に基づき共同で申請する場合は、代表事業者が申請すること。
　２　「５　その他参考資料」として、申請者の会社概要、経理状況説明書（直近の２決算期に関する貸借対照表及び損益計算書（申請時に、法人の設立から１会計年度を経過していない場合には、申請年度の事業計画及び収支予算、法人の設立から１会計年度を経過し、かつ、２会計年度を経過していない場合には、直近の１決算期に関する貸借対照表及び損益計算書））及び定款（申請者が個人企業の場合は、住民票の写し（発行後３ヶ月以内のもの））を添付すること（申請者が、法律に基づき設立の認可等を行う行政機関から、その認可等を受け、又は当該行政機関の合議制の機関における設立の認可等が適当である旨の文書を受領している者である場合は、設立の認可等を受け、又は設立の認可等が適当であるとされた法人の事業計画及び収支予算の案並びに定款の案を添付すること。ただし、これらの案が作成されていない場合には、添付を要しない。）。なお、地方公共団体が申請する場合は、申請年度の予算書を添付すること。
　３　別紙１又は別紙２において事業ごとに求めている設備等のシステム図・配置図・仕様書、補助事業に関する見積書・各種計算書、法律に基づく登録に係る通知の写し等を添付すること。
※　別紙１実施計画書及び別紙２経費内訳、注２、３に記載のある書類(見積書を除く)については、応募時に既に提出されているものについては添付を省略して差し支えない。ただし、交付申請時に応募申請時から変更のあるものについては、変更のあった箇所を明示し最新の内容のものを添付すること。
交付申請における応募申請変更事項等届出書
交付申請において、応募申請との変更点を以下の通り報告いたします。
Ⅰ 提出書類
(１)様式第１交付申請書、交付申請における応募申請変更事項等届出書及び共同事業者申請書（該当する場合のみ）は、必ず提出してください。(２)～(13)については、応募申請時と記載内容に変更が無い場合、交付申請において書類の提出は不要です。
ただし、(14)補助事業に関する見積書については、応募申請と同一であっても交付申請では３社分の見積書（取得できない場合は理由書）を有効期限（交付申請時点で有効期限内のもの）を確認の上、必ず提出してください。
交付申請の記載内容を応募申請の記載内容から変更した場合、変更した該当部分の変更欄に「ㇾ」を記載していただくとともに変更事由欄に具体的な変更内容を記載して提出してください。（変更のない場合は、空欄でご提出ください。）
	提出書類
	変更
	変更事由

	(１)様式第１交付申請書
	－
	PDFで提出してください。

	・交付申請における応募申請変更事項等届出書
	－
	PDFで提出してください。

	・共同事業者申請書　※該当する場合のみ提出
	－
	PDFで提出してください。

	(２)別紙１実施計画書
	
	

	(３)別紙２経費内訳
	
	

	(４)会社概要
	
	

	(５)直近２決算期の貸借対照表及び損益計算書
	
	

	(６)定款
	
	

	(７)法律に基づく登録に係る通知の写し等
	
	

	(８)「環境配慮への取組み」の項に関する取得状況
	
	

	(９)設備等のシステム図・配置図・仕様書
	
	

	(10)機器・設備の耐用年数の根拠資料
	
	

	(11)ＣＯ２削減量の算出に係る根拠資料
	
	

	(12)ランニングコストの減少額の根拠資料
	
	

	(13)事業の実施体制図等
	
	

	(14)補助事業に関する見積書（必ず３社分を提出）
	
	


Ⅱ 変更内容
「別紙１実施計画書」及び「別紙２経費内訳」について、交付申請の記載内容を応募申請の記載内容から変更した場合、変更した該当部分の変更欄に「ㇾ」を記載していただくとともに変更事由欄に具体的な変更内容を記載して提出してください。（変更のない場合は、空欄でご提出ください。）
別紙１実施計画書
１．申請者等の概要
	代表事業者

	項目
	変更
	変更事由

	事業実施責任者
	氏名
	
	

	
	所属部署名・役職
	
	

	
	住所（所在地）
	
	

	
	電話番号
	
	

	
	E-mailアドレス
	
	

	連絡窓口担当者
	氏名
	
	

	
	所属部署名・役職
	
	

	
	住所（書類の受領先）
	
	

	
	電話番号
	
	

	
	E-mailアドレス
	
	

	企業規模
	資本金
	
	

	
	従業員数
	
	

	
	中小企業
	
	

	【事業者における温室効果ガス排出量の削減目標及び削減対策事項】
	
	

	【算出可能な最新年度の事業者全体のエネルギー使用量】
	
	

	【環境配慮への取組み】
	
	


	共同事業者

	項目
	変更
	変更事由

	事業実施責任者
	共同事業者名称
	
	

	
	氏名
	
	

	
	所属部署名・役職
	
	

	
	電話番号
	
	

	
	E-mailアドレス
	
	

	企業規模
	資本金
	
	

	
	従業員数
	
	

	
	中小企業
	
	

	【事業者における温室効果ガス排出量の削減目標及び削減対策事項】
	
	

	【算出可能な最新年度の事業者全体のエネルギー使用量】
	
	

	【環境配慮への取組み】
	
	


２．本事業申請の目的等、事業の概要
	項目
	変更
	変更事由

	(１)本事業申請の目的等
	
	

	(２)申請の区分
	
	

	(３)事業の主たる実施場所
	
	

	(４)ドローンの飛行経路
	
	

	(５)導入設備・機器等の概要
	
	

	(６)導入するドローンの仕様
	
	

	(７)導入設備・機器
	
	


３．事業の効果
	項目
	変更
	変更事由

	(１)CO2削減効果の算定根拠
	
	

	(２)CO2削減効果
	
	

	(３)CO2削減コスト等
	
	

	(４)資金回収年数
	
	


４．事業実施スケジュール
	項目
	変更
	変更事由

	(１)補助事業の開始及び完了予定日
	
	

	(２)スケジュール表
	
	


５．補助事業の性格
	項目
	変更
	変更事由

	(１)他の事業者への波及効果
	
	

	(２)事業の実現可能性・継続可能性

	　　①事業の実現可能性
	
	

	　　②事業の継続可能性
	
	

	(３)導入技術やスキーム等の今後の活用・展開の見通し
	
	


６．事業の実施体制、資金計画、設備の保守計画、事業実施に関する事項
	項目
	変更
	変更事由

	(１)事業の実施体制
	
	

	(２)資金計画

	　　①補助対象経費の資金調達方法
	
	

	　　②資金調達計画
	
	

	　　③補助対象設備・工事等の発注先
	
	

	(３)設備の保守計画
	
	

	(４) 他の補助金との関係
	
	

	(５)許認可、権利関係等事業実施の前提となる事項

　及び実施上問題となる事項
	
	


別紙２経費内訳
　交付申請の記載内容を応募申請の記載内容から変更した場合、項目欄と変更事由欄に具体的な変更内容を記載して提出してください。（変更のない場合は、空欄でご提出ください。）
	項目
	変更事由

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


